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中期経営計画の提出等について 

 

 
  当社は、2022 年３月期以降に係る中期経営計画を策定いたしましたので、当該中期経営計画を記

載した資料を提出いたします。 

 

 

 

 

 また、当該資料について、当社のウェブサイトに掲載いたします。 

Ｕ Ｒ Ｌ https://www.si-hd.co.jp 

掲 載 日 2021年５月 21日 
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2021年度中期経営計画 

 

 
1. 計画の前提と注意事項 

 当社グループの中長期経営計画の基本方針は不変であるものの、新型コロナウイルスによる社会

経済への甚大な影響を主因として、これまでの事業計画を大きく修正する必要に迫られる可能性が

ある上に、新型コロナウイルスの影響が今後も持続する可能性があることから、業績の数値予想は、

合理的な予想の開示が可能となった時点で速やかに公表予定。 
 

2. 中期経営計画の基本目標 

『豊かな超高齢社会創造計画』(「シニア輝く社会」づくり)の推進基盤整備と業容の拡大 

☆ 『豊かな超高齢社会創造計画』の 3つのプロジェクト 

(1) 高齢者住宅整備プロジェクト 

(2) 高齢者向け生活支援サービス整備プロジェクト 

(3) 経営支援サービス推進プロジェクト 
 

3. 過去の業績推移と今後の課題 

(1) 高齢者住宅整備プロジェクトに 

おいては、2013年度から、『総合 

ケアセンター』をブランド名とする、 

主に要介護者を対象とするセンタ 

ー事業を開始。2016年 6月、単 

独通所介護事業を分割事業譲渡 

して以降は、センター事業に経営 

資源を集中して、2018年度に黒字 

化達成。センター事業単独の業績 

推移は、図１の通り。センター事業 

のサービスモデルの改善を推進し 

て、更なる業容拡大を推進する。 

また、来期以降センター新規開設 

を加速する計画。 

(2) 高齢者向け生活支援サービス整備 

プロジェクトと経営支援サービス推進

プロジェクトにおいては、2013年度 

からは子会社にてフード事業と建設 

事業、2017年度からは物販事業、

2018年度からは人材事業、2019年 

度からは健康食品事業、スキンケア 

事業、配食事業を開始。2020年度 

は新たに E コマース事業、フリマ事

業、メディア事業、ライフサポート(終

活)事業を開始した。2021年度以降

は、多くの新サービスを集約した、新

設サイト『お宝スマイル』の運営を開始

し、サービスと商品のラインアップのさらなる拡充と業容拡大を推進する。八重洲ライフ社の業

績推移は、図２の通り。 

(3) 2020年度は、新型コロナウイルスの影響によって、「かがやきデイ」の利用抑制が認められたのみ

ならず、クラスターの発生により複数のセンターにおいてサービスの提供が一時休止に至った。ま

た、種々の営業活動も制約を受けたが、影響を最小限に食い止める企業努力によって、増収増益

となった。 



(4) 今後の課題は以下の通り。 

① センターの新設加速と提供サービスの高度化による業容拡大 

② 高齢者向け生活支援事業のサービスと商品のラインアップの拡充と業容拡大 

③ 上記を推進できる有能な人材の採用 

④ 各種政策や法令との整合的な事業展開 

⑤ 企業統治と内部統制の高度化 

⑥ 人件費を含む経費管理と先行投資費用の調整および新型コロナウイルスへの対応 

 

4. 計画期間中の経営環境 

(1) 高齢者人口の増加に加えて、低所得層が急増、一人暮らし世帯が増加することで、高齢者の孤

独・孤立化や引きこもりなどの社会問題が増加することから、これらの課題解決の決定版である当

グループのセンター事業への需要は確実に高まってゆく。また、日本版 CCRC、コンパクトシティ、

地域包括ケアシステムなどの重要国策とも整合的であり、追い風となる。 

(2) 高齢者に対する生活支援サービスや経営支援サービスのニーズも、超高齢社会の進展により確実

に増大する見込みである。 

(3) 介護保険事業に関しては、要介護者が増加して介護サービスへの需要が高まる一方で、介護報

酬の抑制政策が継続している。2021年度の通所介護における介護報酬改定は、これまで通り実

質マイナス改定となっており売上単価の減少が発生する見込みである。 

(4) 現在、新型コロナウイルスの蔓延は社会に深刻な影響を与えており、当社の手がける事業におい

ても今後、総じてマイナスの影響があると予想されるが、その程度と期間は現時点では不明であ

る。 

 

5. 中期経営計画の基本方針と業績予想 

(1) 基本方針（『豊かな超高齢社会創造計画』の推進基盤整備と業容の拡大の内容） 

① センター事業の業績改善と拡大加速 

1. センター提供サービスの多様化と高度化による売上増大 

2. センター新設の加速 

② 高齢者向け生活支援サービスの充実と経営支援サービス事業の拡大を目指した、フード事

業、人材事業、配食事業、E コマース事業、建設事業等シナジーの見込める多様なサービス

ラインアップの立ち上げと推進。 

 

(2) 2021年度以降における業績予想 

2021年度以降の連結業績予想については、新型コロナウイルス等の影響等で施設の利用が抑制

される等事業環境の見通しが不透明であり、現時点でその影響額を適正かつ合理的に算定するこ

とは困難であるため、現時点では未定である。今後、合理的な予想の開示が可能となった時点で、

速やかに公表するよう努める。 

 

6. 目標を達成するためのグループ業務戦略 

(1) サービス内容の向上とサービスオペレーションの見直しによる効率化と標準化の推進 

(2) 利用者確保のための営業強化とセンター事業のブランドイメージの向上 

(3) 生活支援サービス展開の加速が可能となる ICT技術の開発と活用 

(4) 人材の採用と育成の強化 

(5) グループ内シナジーの最大化 

 

7. 長期戦略の展望 

(1) 『豊かな超高齢社会創造計画』の、基盤づくりフェーズから、高速展開フェーズへの早期移行によ

る業容拡大。 

(2) 高齢者住宅整備事業における、『総合ケアセンター』のサテライト住宅の展開。 

(3) 高齢者向け生活支援サービスと経営支援サービスも、提供サービスの多様化と深化およびターゲ

ット顧客層の拡大による業容拡大。 

(4) 『豊かな超高齢社会創造計画』の海外展開。 



(5) 企業理念である「社会的価値と経済的価値の統合による企業価値の最大化」と「価値創造の永続

的連鎖」を実現するために、「超高齢社会への総合ソリューション企業」として、新たに生じる需要に

対応する商品やサービスの開発と提供の継続。 

                                          

                                                     

以 上 


